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１. 検討の全体方針

検討方針

経緯・概要

• 昨年度の検討では、災害対応機関（省庁・地方公共団体・指定公共機
関）の防災情報システムの導入・活用状況のアンケート調査を行った。シス
テムを活用した訓練を効果的に実施している都道府県にヒアリングを実施し、
都道府県における新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を活用した訓
練構想を作成した。

• 今年度の検討では、新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を活用した
指定公共機関及び省庁の訓練構想及びシナリオ概略の作成にむけた調査
検討を行う。

アウトプット

• 新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を活用した指定公共機関の
訓練構想及びシナリオ概略（約４グループごと２テーマ程度）

• 新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を活用した省庁の訓練構想
及びシナリオ概略（約４省庁ごと２テーマ程度）

調査対象の選定

ヒアリング調査

の実施

訓練構想・訓練

シナリオ素案の作成

訓練構想・訓練シナリ

オ概略の作成

調査
対象の
選定

文献調査・
有識者への

確認

訓練構想・訓練シ
ナリオ素案の作成

ヒアリング（指定公共機関）の実施

ヒアリング（省庁）の実施

訓練構想・訓練シナリオ素案
の更新

（複数テーマ作成）

アンケー
ト分析

昨年実施したアンケート調査結果を分析し、調

査対象を選定する

１で選定した調査対象に現時点での社内訓

練の概要やシステムの利活用状況等の詳細を

ヒアリングする

文献調査・有識者への確認を行い、指定公共

機関・省庁の訓練構想・訓練シナリオ素案を

作成する（グループ・省庁ごと２パターン程度）

３で実施したヒアリング調査を基に２で作成し

た訓練構想・訓練シナリオ素案を更新し、訓練

構想・シナリオ概略を作成する

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4
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２. 昨年度の検討

２.１. 概要

◼ 昨年度の検討では、災害対応機関（省庁・地方公共団体・指定公共機関）の防災情報システムの導入・活用状況をアンケートで整理したうえで、

システムを活用した訓練を効果的に実施している都道府県にヒアリングを実施した。

◼ ヒアリング結果をインプットとして、都道府県における新総合防災情報システム（SOBO-WEB）（以下、本システム）を活用した訓練構想を作成し

た。

STEP1 アンケート STEP2 ヒアリング

業務内容

概要

STEP3 成果物整理

災害対応機関に対し、システ

ムを活用した訓練実施状況

のアンケート調査を実施

災害対応機関における防災

情報システムの導入、システ

ムを活用した訓練等の実施

状況の実態の把握し、訓練

構想のインプットとするため、

省庁・地方公共団体・指定

公共機関計1921団体にアン

ケートを実施

システムを活用した訓練を効

果的に実施している都道府

県に対してヒアリングを実施

訓練構想のインプットとするた

め、アンケート結果より抽出し

たシステムを活用した訓練を

効果的に実施している都道

府県（3都県）に対してヒア

リングを実施

訓練構想及び訓練シナリオ

の最終化

ヒアリング結果を基に都道府

県における訓練構想及び訓

練シナリオを作成

アウト

プット

•訓練の構想素案

•ヒアリング対象団体の選定

•訓練構想精緻化版

•訓練構想に付随する

訓練シナリオ（案）

•都道府県向け訓練構想

•都道府県向け訓練シナリオ

昨年度の検討手順 アンケート結果概要

（１）都道府県

✓ 都道府県（47団体）へのアンケート調査を行った。

（回答率は約９割）

✓ 全庁的な防災情報システムを災害対策本部運営

訓練で利用している都道府県は約９割に及ぶもの

の、システムの利用に重点を置いた訓練・研修の実

施率はさほど高くはない（約４割）。

（２）府省庁及び指定公共機関

✓ 府省庁及び指定公共機関（133団体）へのアン

ケート調査を行った。（回答率は約６割）

✓ 幅広い災害情報を収集共有する防災情報システム

を導入している団体はさほど多くはない（約４割）。

✓ 当該システムを用いて、全社規模の図上訓練を実

施している団体は少ない（全体の約２割）。

令和6年度第2回WG検討会で提示（一部修正）
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２. 昨年度の検討
２.２. 都道府県の訓練構想（１/３）

◼ 訓練対象の業務として、過年度までに、災害対応基本共有情報（EEI）第１版の検討などで調査整理の対象としてきた「南海トラフ地震における

具体的な応急対策活動に関する計画（具体計画）」等において、国と都道府県等が連携して行う業務（例：物資輸送業務）等を候補とした。

◼ それらの業務のなかで、被災都道府県災害対策本部や国の現地対策本部等が適切に連携して応急活動を行うための活動方針を意思決定するプ

ロセスを、実証訓練のテーマとして複数抽出した。

南海トラフ地震における

具体的な応急対策活動に関する計画

次ページ以降に例として物資

輸送業務の訓練のシナリオ

（一部）を掲載

机上訓練のイメージ

訓練参加者は、仮想の災害シナリオに沿った事態推移のなかで、必要な情

報を収集・整理し、意思決定を行う。

令和6年度第2回WG検討会で提示（一部修正）
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２. 昨年度の検討
２.２. 都道府県の訓練構想（２/３）

◼ 訓練対象とした応急業務において、意思決定すべき事項を選定し、当該意思決定のために必要となる情報項目を整理した。

◼ 必要となる情報項目は、災害対応基本共有情報（EEI）第１版を参照し具体的に整理した。

判断に

必要となる

情報項目

意思決定

するための

判断要素

意思決定

する事項

通行止め情報

（規制情報）

渋滞情報

通行実績

広域物資輸送拠点避難所情報

（市区町村毎）

建物被害

（市区町村毎）

地域内輸送拠点

広域物資輸送拠点について、事前の候補施設の中から、開設

する施設を選定

意思決定事項と必要となる情報項目の例 例：物資輸送業務（広域物資拠点の選定）

支援物資の供給の必要

性が高い地域はどこか

物資輸送に利用できる

ルートはどこか

令和6年度第2回WG検討会で提示（一部修正）
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２. 昨年度の検討
２.２. 都道府県の訓練構想（３/３）

◼ 前頁までに選定・整理した、訓練対象業務における意思決定事項、及び必要となる情報項目を、災害発生からの時系列に沿った訓練シナリオの中

で整理した。

◼ シナリオにおける、情報項目の確認のタイミングは、本システムでデータ収集・共有が想定されるタイミングを勘案して整理した。

情報項目

物資輸送

に利用でき

るルートはど

こか

発災後

●時間

発災

平時

発災後

●時間 支援物資

の供給の

必要性が

高い地域

はどこか

広域物資輸送拠点について、事

前の候補施設の中から、開設する

施設を選定

通行止め情報（規制情報）

避難所情報（市区町村毎）

広域物資輸送拠点

建物被害（市区町村毎）

判断要素 意思決定

渋滞情報

通行情報

地域内輸送拠点

訓練実証（本部運営訓練）シナリオの例 例：物資輸送業務（広域物資拠点の選定）

広域物資輸送拠点の選定後は、

内閣府の新物資システム（B-PLo）を利用して

物資調達・輸配送等のオペレーションを実施

令和6年度第2回WG検討会で提示（一部修正）
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３. 昨年度成果と今年度の実施事項

◼ 昨年度の検討にて、都道府県における本システムを活用した訓練構想を作成し、今年度、本訓練構想を参考とした訓練促進事業を進めている。（資料

2-1参照）

◼ 今年度の検討では、指定公共機関等における平時の訓練状況の調査・訓練シナリオの概略の作成を行う。

昨年度の検討内容 今年度の検討内容（予定）

都道府県向け訓練構想・訓練シナリオ を作成 都道府県向けの訓練導入支援

昨年度成果

新総合防災情報システムの活用促進・業務改善にむけた調査 指定公共機関等における防災情報システム利用促進に資する

平時の訓練等に関する調査検討

新総合防災情報システムによるデータ流通促進を通じた、災害対応機関での

災害対応業務の改善のため、平時の訓練の高度化等にむけた調査検討を実

施

新総合防災情報システムによるデータ流通促進を通じた災害対応業務のより

一層の改善のため、指定公共機関等における平時の訓練状況の調査・訓練

シナリオの概略作成を実施
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４. 本日の報告事項

◼ 本日は、検討の起点となる指定公共機関・省庁の調査対象の選定状況及び訓練シナリオ素案概要について報告する。

調査対象の選定

ヒアリング調査

の実施

訓練構想・訓練

シナリオ素案の作成

訓練構想・訓練シナ

リオ概略の作成

調査対
象の選
定

文献調査・
有識者への確認

訓練構想・訓練シ
ナリオ素案の作成

ヒアリング（指定公共機関）の実施

ヒアリング（省庁）の実施

訓練構想・訓練シナリオ素案
の更新

（複数テーマ作成）

アンケー
ト分析

昨年実施したアンケート調査結果を分析し、調

査対象を選定する

１で選定した調査対象に現時点での社内訓練

の概要やシステムの利活用状況等の詳細をヒア

リングする

文献調査・有識者への確認を行い、指定公共

機関・省庁の訓練構想・訓練シナリオ素案を作

成する（グループ・省庁ごと２パターン程度）

３で実施したヒアリング調査を基に２で作成し

た訓練構想・訓練シナリオ素案を更新し、訓練

構想・シナリオ概略を作成する

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

検討手順

本日の報告事項



8

５. ヒアリング方針（案）

◼ 指定公共機関のなかから、昨年度のアンケート調査結果等から本システムを用いることに前向きである機関、既存のシステム等を活用した訓練シナリオ等

がある機関、業種・分野を跨いだ災害対応業務が想定される機関を選定し、訓練構想・訓練シナリオ素案を基にヒアリング調査を行う。

公
共
的
機
関

公
益
的
事
業
を
営
む
法
人

独立行政法人

✓ 国立研究開発法人防災科学技術研究

所

✓ 国立研究開発法人日本原子力研究開

発機構

✓ 独立行政法人国立病院機構 等

日本銀行

日本赤十字社

日本放送協会

その他の公共的機関

✓ 電力広域的運営推進機関

✓ 東日本高速道路株式会社

✓ 成田国際空港株式会社

✓ 日本郵便株式会社                等

電気

✓ 東京電力ホールディングス株式会社

✓ 株式会社ＪＥＲＡ

✓ 電源開発株式会社

✓ 日本原子力発電株式会社

✓ 東京電力リニューアブルパワー株式会社                                     

等

ガス

✓ 東京瓦斯株式会社

✓ 東京ガスネットワーク株式会社

✓ アストモスエネルギー株式会社

✓ 株式会社ジャパンガスエナジー   等

輸送

✓ 日本通運株式会社

✓ 佐川急便株式会社

✓ 東日本旅客鉄道株式会社

✓ 日本貨物鉄道株式会社 等

通信

✓ ＮＴＴ株式会社

✓ ＫＤＤＩ株式会社

✓ ソフトバンク株式会社

✓ 楽天モバイル株式会社          等

その他の公益的事業を営む法人

✓ 株式会社イトーヨーカ堂

✓ イオン株式会社

✓ 株式会社セブン－イレブン・ジャパン

✓ 株式会社ローソン

✓ 株式会社ファミリーマート

✓ 一般社団法人ＡＺ－ＣＯＭネットワーク

✓ 特定非営利活動法人全国災害ボラン

ティア支援団体ネットワーク                  等

指
定
公
共
機
関
（
１
０
８
団
体
） 燃料

✓ 出光興産株式会社

✓ 太陽石油株式会社

✓ コスモ石油株式会

✓ 富士石油株式会社

✓ ＥＮＥＯＳ株式会社   等

◼ 省庁のなかから、昨年度のアンケート調査結果等から本システムを用いることに前向きである省庁やすでに本システムを訓練に用いている（または今後用い

る予定の）省庁を選定し、訓練構想・訓練シナリオ素案を基にヒアリング調査を行う。
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◼ ヒアリングにむけて、意思決定すべき事項を選定し、当該意思決定のために必要となる情報項目を整理したうえで、グループごとに訓練シナリオ素案概要を

作成した※。

６. 訓練シナリオ素案（例）指定公共機関

活動内容

応急復旧の優先順位の調整

ライフライン事業者Aは、自社のサービス・施設等の被害状況とともに、サービスエリアの被害情報（「建物被害（市区町村毎）」）や避難所の開設状況、他のライフライ

ンの被害状況、さらに、応急復旧に必要な道路等の情報を勘案し、自社の施設・設備等の応急復旧の実施順位を決定する。

判断に

必要となる

情報項目

意思決定

するための

判断要素

意思決定

する事項

通行止め情報

（規制情報）

渋滞情報

建物被害

（市区町村毎）

被災した自社の施設・設備等の応急復旧の実施順位を決定する。

優先して応急復旧すべき

施設・設備等はどこか

応急復旧のために

利用できる・すべきルートはどこか

避難所情報

停電情報

都市ガス供給支障

通信支障

断水情報

緊急交通路の指定

通行実績

意思決定事項と必要となる情報項目の整理 例：応急復旧の優先順位の調整

訓練シナリオ素案概要 例：応急復旧の優先順位の調整

※ 訓練シナリオ素案作成時のインプット：南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画や指定公共機関の防災業務計画 等
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７. 今後の予定

◼ 今後、訓練シナリオ素案の整理を行ったのち、ヒアリング調査を行う予定である。

◼ ヒアリング調査を通じて、訓練シナリオ素案の精緻化を行い、訓練構想・訓練シナリオ概略を作成する。

今後の予定

調査対象の選定

ヒアリング調査

の実施

訓練構想・訓練

シナリオ素案の作成

訓練構想・訓練シナ

リオ概略の作成

調査対
象の選
定

文献調査・
有識者への確認

訓練構想・訓練シ
ナリオ素案の作成

ヒアリング（指定公共機関）の実施

ヒアリング（省庁）の実施

訓練構想・訓練シナリオ素案
の更新

（複数テーマ作成）

アンケー
ト分析

昨年実施したアンケート調査結果を分析し、調

査対象を選定する

１で選定した調査対象に現時点での社内訓練

の概要やシステムの利活用状況等の詳細をヒア

リングする

文献調査・有識者への確認を行い、指定公共

機関・省庁の訓練構想・訓練シナリオ素案を作

成する（グループ・省庁ごと２パターン程度）

３で実施したヒアリング調査を基に２で作成し

た訓練構想・訓練シナリオ素案を更新し、訓練

構想・シナリオ概略を作成する

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

検討手順
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